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序　　　　　文

エチオピア連邦民主共和国政府は、1997 年より累次の教育セクター開発プログラム（ESDP）
を策定し、教育のアクセスと質の改善に取り組んできており、アクセス面については、初等教育

就学率の向上など一定の成果がみられますが、質については、初等教育修了率や学習到達度試験

結果の低迷が続いており、教育の質の改善は喫緊の課題となっています。

また、工業化をめざす同国政府は、科学技術の発展に資する理数科人材育成を強化していく

方針を打ち出し、第 11 学年以降の生徒の約 70％を理系専攻にするなどの目標を掲げており、現

在の ESDP においても、教育の質の向上や科学技術分野の人材育成を重点に掲げています。ま

た、教育の質改善に向けて、各国・国際機関の支援を受け「教育の質改善プログラム（GEQIP）」
を実施しており、GEQIP では、教師教育強化を重点のひとつと位置づけ、継続的職能開発

（Continuous Professional Development）を実施するなどの取り組みを行っています。

このような状況の中、同国政府は、理数科教育改善のために必要な支援をわが国に要請し、

2010 年 3 月から連邦教育省、アムハラ州教育局、オロミア州教育局、アディス ･ アベバ特別市教

育局を協力相手先カウンターパート機関として、初等 7、8 年の理数科教員の授業改善のための現

職教員研修強化を目的とした技術協力プロジェクト ｢ 理数科教育改善プロジェクト（SMASEE）」
が開始されました。

今般、本プロジェクトの中間レビューを目的として調査団を派遣し、エチオピア政府や関係機

関との間でプロジェクトの進捗状況の確認、DAC 評価５項目に基づいた評価、今後の方向性に

関する協議を行いました。

本報告書は、この調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施に活用され

ることを願うものです。

最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者の方々に謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第です。

平成 25 年 8 月

独立行政法人 国際協力機構

人間開発部長　萱島　信子
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１－１　協力の背景と概要

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）政府は、1997 年より累次の教育

セクター開発プログラム（Education Sector Development Programme：ESDP）を策定し、教育の

アクセスと質の改善に取り組んできており、アクセス面については、初等教育就学率の向上な

ど一定の成果がみられるが、質については、初等教育修了率や学習到達度試験結果の低迷が続

いており、教育の質の改善は喫緊の課題となっている。

また、工業化をめざす同国政府は、科学技術の発展に資する理数科人材育成を強化していく

方針を打ち出し、第 11 学年以降の生徒の約 70％を理系専攻にするなどの目標を掲げており、

現在の ESDP においても、教育の質の向上や科学技術分野の人材育成を重点に掲げている。ま

た、教育の質改善に向けて、各国・国際機関の支援を受け「教育の質改善プログラム（General 
Education Quality Improvement Programme：GEQIP）」を実施しており、GEQIP では、教師教育

強化を重点のひとつと位置づけ、継続的職能開発（Continuous Professional Development：CPD）

を実施するなどの取り組みを行っている。

このような状況の中、同国政府は、理数科教育改善のために必要な支援をわが国に要請し、

2010 年 3 月から連邦教育省、アムハラ州教育局、オロミア州教育局、アディス ･ アベバ特別市

教育局を協力相手先カウンターパート（C/P）機関として、初等第 7 ～ 8 学年の理数科教員の

授業改善のための現職教員研修強化を目的とした技術協力プロジェクト ｢ 理数科教育改善プロ

ジェクト（National Pilot Project for Strengthening Mathematics and Science Education in Ethiopia：
SMASEE）」が開始された。

１－２　協力内容

（１）上位目標： 対象州において、初等第 7 ～ 8 学年教員の理数科授業における生徒中心型授業

の実施能力が改善される。

（２）プロジェク ト目標：対象州において、初等第 7 ～ 8 学年理数科教員を対象とする現職教員

研修システムのモデルが確立される。

（３）成　果

１．中央及び州レベルのプロジェクト実施組織が確立され、機能する。

２． 対象州のパイロット地域において、州研修指導員及び理数科代表教員の研修実施能力

が向上する。

１．案件の概要

国名：エチオピア連邦民主共和国 案件名：理数科教育改善プロジェクト

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：人間開発部基礎教育第二課 協力金額（評価時点）：138,675 千円

協力期間 （R/D）：2011 年 3 月～

2014 年 3 月

先方関係機関：エチオピア連邦教育省、アムハラ州教育

局、オロミア州教育局、アディス・アベバ特別市教育局

日本側協力機関：なし

他の関連協力：なし

調査結果要約表
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３．現職教員研修モニタリング・評価システムが開発され、機能する。

４．現職教員研修の普及拡大に向けた基盤が構築される。

（４）投入（評価時点）

＜日本側＞

長期専門家派遣 2 名

短期専門家（日本人）派遣 5 名 （計 10.61MM）

研修員受入（本邦研修） 26 名

研修員受入（第三国研修） 22 名 （ケニア 10名、ウガンダ 3名、マレーシア 9名）

機材供与 30,526 千円

在外事業強化費 43,167 千円

＜相手国側＞

カウンターパート（C/P）配置

National Coordinator（1 名、教員開発プログラム局長）

National Trainer（8 名）

National Laboratory Technician（3 名）

Regional Coordinator（各州 / 特別市に 1 名ずつ）

Focal Person（各州 / 特別市に 1 名ずつ）

Regional Trainer（各州 / 特別市に 4 名ずつ）

土地・施設提供

プロジェクトチーム執務室（長期専門家の執務室、光水熱費）

州研修センター：計 8 センター

アディス・アベバ特別市　2 センター

アムハラ州　3 センター

オロミア州　3 センター

ローカルコスト負担

現職教員研修実施に必要な経費：27,643 千円

（参加者宿泊費、交通費、C/P の出張旅費など）

３－１　実績の確認

（１）成果の達成状況

各成果の達成状況は以下のとおりである。

２．評価調査団の概要

調査者

団　　長 西方　憲広
独立行政法人国際協力機構（JICA）人間開発部　課題ア

ドバイザー　国際協力専門員

協力企画 松崎　瑞樹 JICA 人間開発部　基礎教育第二課　主任調査役

評価分析 永井　清志 株式会社コーエイ総合研究所　コンサルタント

調査期間 2013 年 1 月 20 日～ 2013 年 2 月 9 日 評価種類：中間レビュー

３．評価結果の概要
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成果１．中央及び州レベルのプロジェクト実施組織が確立され、機能する。

成果１については、実施組織は当初の想定したかたちではなく、より持続性の高いかた

ちで既存組織に内在化されてきているが、特に学校及びクラスターでの研修の質を確保す

るために更なる尽力が期待される。

成果２： 対象州のパイロット地域において、州研修指導員及び理数科代表教員の研修実施

能力が向上する。

成果２については、プロジェクト中間時点としては妥当なレベルで達成されているが、

第２サイクルの研修について今後実施されるフォローアップ調査を待って、いくつかの指

標についての確認と検証が必要である。

成果３：現職教員研修モニタリング・評価システムが開発され、機能する。

成果３については、プロジェクトで開発したモニタリング・評価ツールを用いて、教員

研修報告書が作成されており、プロジェクト中間時点として適切に達成されている。

成果４：現職教員研修の普及拡大に向けた基盤が構築される。

成果４については、現職教員研修カリキュラム、第１サイクルと第２サイクルの現職教

員研修教材が開発され、また既存の機会を活用して普及拡大に関係する人々への啓発活動

を行っており、プロジェクト中間時点としては妥当な状況である。プロジェクト後半で、

更なる普及拡大に向けた作業が進められることが期待される。

（２）プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標： 対象州において、初等第 7 ～ 8 学年理数科教員を対象とする現職教

員研修システムのモデルが確立される。

本調査では、プロジェクト実施を通じて開発されている教材やモニタリング・評価ツー

ルなど、また実践から得られる知見や参考活動事例を最終段階で取りまとめ、現職教員研

修システムのモデルとなるガイドラインを作成することを関係者に再確認した。現段階で

は、そのモデルのイメージが関係者に共有されておらず、これを今後明確にしていくこと

が肝要である。

外部条件となっている校内研修及びクラスター研修についてもそのモデルに内包される

と考えられるため、プロジェクトの活動には含まれないものの、州 / 特別市教育局の能力

強化を通じて、それらの研修の実施体制整備に間接的な介入をすることも検討が必要であ

る。

プロジェクトが直接実施する研修活動については全般に順調に進められているので、プ

ロジェクト実施期間後半に入ったこれから、特に最終的な成果品を意識して作業を進める

ことで、プロジェクト目標が達成されることが十分に期待できる。

（３）上位目標の達成状況

上位目標： 対象州において、初等第 7 ～ 8 学年教員の理数科授業における生徒中心型授

業の実施能力が改善される。

対象地域の対象学年理数科教員にプロジェクト介入の効果が発現するためには、校内研

修とクラスター研修の実施が重要な鍵を握る。州 / 特別市教育局の教育行政による組織的

な実施が望まれる。これらの研修が質を伴ってすべての教員対象に実施されてはじめて上
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位目標が実現されるものであり、現時点での評価は時期尚早である。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性：高い

エチオピア国の開発政策・計画また同国社会のニーズに変化はなく、詳細計画策定調査

当時に確認されたプロジェクトの妥当性の状況に変化はない。したがって、妥当性は依然

として高い。

（２）有効性：妥当な高さ

成果の達成がプロジェクト目標達成に寄与する有効性は、外部条件である校内研修及び

クラスター研修の実施に依存するところが大きいが、現時点で成果のプロジェクト目標達

成に対する有効性は妥当な高さであると判断される。

研修システムモデルの定義はまだ不明確で明文化されておらず、関係者が共有できてい

ない。今後のプロジェクト活動を通じて、モデルの具体的な概念を形成していく過程にあ

る。今後の活動をこの点に十分に留意して進めることが期待される。

外部条件については、校内研修及びクラスター研修は何らかのかたちで実施されている

が、まだ組織的に計画実施されるには至っておらず、その質には疑問がある。また印刷研

修教材が作成されていないなど、リソース不足も質に影響を与えている。この外部条件は

プロジェクト目標達成のために非常に重要な要素であるので、何らかの対策を取ることに

ついての検討が望ましい。

（３）効率性：中程度

プロジェクトはこれまで、適切な投入と活動によって順調に進められている。ただしプ

ロジェクトチームの執務環境については、現在臨時の部屋が正式な通達なしにあてがわれ

ている状況である。中央研修センターについては、正規の実験室は 1 部屋のみであり、理

科 3 科目の研修を実施運営するに際して大きな問題となっている。100 人を超える参加者

の研修を実施するためには、現在使えるトイレ設備のみでは大きな支障を来しており、そ

の改修も必須である。

人的投入については、中央研修指導員の幾人かがプロジェクト以外の業務を与えられて

いるため、本来プロジェクト専従であるはずの業務に支障を来している。また当初計画に

は、専従でないパートタイムの中央研修指導員の配置が予定されているが、まだ配置され

ていない。

また、十分な人数の州研修指導員が中央研修に参加はしたが、彼らが十分に州研修の講

師として活動しておらず、指定の人数に足らない講師で実施を余儀なくされた地方研修が

あった。

活動に係る外部条件については、校内研修とクラスター研修が何らかのかたちで実施さ

れているが、これを組織的に運営・管理し、質を確保することが必要である。

活動と投入が成果達成に寄与する効率性は、連邦教育省による執務環境の提供の問題や

中央研修指導員の作業時間が不十分であることを考慮すると、中程度である。

（４）インパクト：高い

プロジェクトの実施期間はまだ残すところ 1 年以上ある時点であるにもかかわらず、連

邦教育省及び州 / 特別市教育局のイニシアティブにより、対象外の州や対象州内の対象外
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県への普及展開が進められている点で、インパクトは高いと判断される。

上位目標については、対象地域の理数科教員全般に対する生徒中心型授業の普及浸透状

況を評価するには時期尚早である。実際の普及浸透は、外部条件である校内研修とクラス

ター研修によって進められることが想定されているため、その実施状況に大きく依存して

くる。

（５）持続性：評価には時期尚早

現段階で持続性を評価するのは時期尚早ではあるが、実施組織を既存の教育行政組織

に内在化させていることや理数科代表教員の能力向上など、明るい予兆が発現している。

よって、プロジェクト終了時には持続性が高いと判断できる状況になることを期待するこ

とは妥当である。

研修運営管理の機能は、連邦及び州 / 特別市の教育行政機関で、適切に内在化されてい

る。しかしながら、州 / 県 / ワレダ教育行政機関での運営管理には課題も確認されており、

プロジェクトの残された期間でそれらを強化することが必要である。

2 サイクルの中央及び州の研修を実施するのに十分な予算が、エチオピア政府予算によ

り確保されており、政府予算は今後も安定していることが期待されるため、財政的な持続

性も高いことと期待される。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容に関すること

エチオピア政府として理数科教育強化を優先課題としていることから、プロジェクトの

計画内容を適切に実施するために、連邦教育省及び州 / 特別市教育局が組織制度面の整備

や予算の確保などで善処しており、効果発現への貢献要因になっている。特に組織制度面

の整備によって専従の C/P が配置されており、エチオピア側の主体的な活動を推進する基

盤となっている。

（２）実施プロセスに関すること

教員の CPD 活動が義務づけられており、これが SMASEE の研修内容や教材を活用する

機会となるため、結果としてプロジェクト活動促進の要因となっている。

また、連邦制であることから、2 州 1 市の教育局がそれぞれの方法で活動を推進すべく

努力工夫しており、良い意味での競争が生じていると思われる。他の州や市の取り組みを

参考にして、良いものを取り込む動きもある。

３－４　問題点及び効果発現を阻害した要因

（１）計画内容に関すること

プロジェクトチームの執務環境に多くの課題あり、計画どおりの投入ができていないこ

とが、効率的な活動実施を阻害している。

校内研修とクラスター研修が外部条件として位置づけられているが、プロジェクト目標

にあるモデルにはこれらが含まれるため、プロジェクトとしての関与の仕方の判断が難し

い。

（２）実施プロセスに関すること

2 州 1 市教育局のコミットメントは高いが、日本人専門家による直接の支援は限定的に
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なっており、結果として彼らの運営管理能力が問題となっている。

教員養成校（College of Teacher Education：CTE）の関与が難しい地域がある。CTE は、

SMASEE から直接便益を受けないことが、その背景にある。州や市の教育局内での CTE が

置かれている位置によって、現職教員養成部署との連携が容易ではない場合がある。

３－５　結　論

プロジェクトはこれまでのところおおむね順調に進められている。５項目評価においては、

妥当性とインパクトが高く、有効性と効率性についても外部条件である校内研修とクラスター

研修の実施状況や執務環境に係る投入など特定の問題はあるものの、他の要素については良好

な状況である。

残りの期間の活動は、日本側とエチオピア側双方の関係者がプロジェクトの目標である現職

教員研修（In-Service Education and Training：INSET）システムのモデル確立を特に意識して活

動を進めることが、プロジェクト終了時に良い結果を得ることにつながると予想される。

３－６　提　言

（１）プロジェクト終了まで

・校内研修、クラスター研修の重要性

・プロジェクト活動の円滑な実施のため適切な設備整備

・エチオピア側と日本側相互のコミュニケーションの重要性

・SMASEE INSET システムのモデルの重要性

（２）プロジェクト終了後

・SMASEE 全国普及戦略

・エチオピア側の理数科教育の優先性

３－７　教　訓

①　持続性の考え方

② 　政策レベルの高いエチオピア側のコミットメントと中央研修指導員（National Trainers：
NTs）個人の勤務状況のギャップ

③　副大臣に権限が集中しているエチオピア連邦教育省組織内での技術支援の長所・短所

④　日本側からの技術支援に対する NTs の認識と日本側人材

⑤　 協力隊事業との連携によるシナジー効果
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第１章　評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）政府は、1997 年より累次の教育セ

クター開発プログラム（Education Sector Development Programme：ESDP）を策定し、教育のアク

セスと質の改善に取り組んできており、アクセス面については、初等教育就学率の向上など一定

の成果がみられるが、質については、初等教育修了率や学習到達度試験結果の低迷が続いてお

り、教育の質の改善は喫緊の課題となっている。

また、工業化をめざす同国政府は、科学技術の発展に資する理数科人材育成を強化していく

方針を打ち出し、第 11 学年以降の生徒の約 70％を理系専攻にするなどの目標を掲げており、現

在の ESDP においても、教育の質の向上や科学技術分野の人材育成を重点に掲げている。ま

た、教育の質改善に向けて、各国・国際機関の支援を受け「教育の質改善プログラム（General 
Education Quality Improvement Programme：GEQIP）」を実施しており、GEQIP では、教師教育強化

を重点のひとつと位置づけ、継続的職能開発（Continuous Professional Development：CPD）を実施

するなどの取り組みを行っている。

このような状況の中、同国政府は、理数科教育改善のために必要な支援をわが国に要請し、

2010 年 3 月から連邦教育省、アムハラ州教育局、オロミア州教育局、アディス ･ アベバ特別市

教育局を協力相手先カウンターパート（C/P）機関として、初等第 7 ～ 8 学年の理数科教員の授

業改善のための現職教員研修強化を目的とした技術協力プロジェクト「理数科教育改善プロジェ

クト（National Pilot Project for Strengthening Mathematics and Science Education in Ethiopia：SMASEE）」
が開始された。

本調査団は、同プロジェクトの中間レビューを目的とし、以下の活動を実施すべく派遣され

た。

① 　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、活動計画（PO）に基づき、プロジェク

トの投入実績、活動実績、計画達成度、成果、実施プロセス等を確認する。

② 　計画達成度を踏まえ、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観

点から、プロジェクトの成果、実施上の課題を確認し、プロジェクトチーム及びエチオピア

側関係者と共にプロジェクトの評価を行う。

③ 　評価結果に基づき、プロジェクト終了（2014 年 3 月）までに取り組むべき課題を明確に

するとともに、より長期的なエチオピア側の自主的な取り組みの方向性についてもプロジェ

クトチーム及びエチオピア側関係機関と協議する。

④ 　評価結果に基づき、今後のプロジェクト活動を進めるにあたっての課題やその対応策、プ

ロジェクトに影響を及ぼす外部要因の現状とその対応策について協議し、評価報告書の提言

として取りまとめる。

⑤ 　これまでの実績、現在のプロジェクトの活動内容、中間レビュー後の方向性を踏まえ、必

要に応じて PDM の修正を行う。

⑥ 　評価・協議結果を合同評価報告書として取りまとめたうえで、特にエチオピア側による対

応事項について協議議事録（ミニッツ；M/M）に取りまとめ、エチオピア側の合意を得る。
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１－２　合同評価委員会の構成

＜エチオピア側＞

氏　名 役職・所属

Mr. Eshetu Asfaw 教育省教員教育局理数科ケースチーム

Mr. Tesfaye Jinore Baffa 教育省教員教育局理数科ケースチーム

＜日本側調査団＞

団　　長 西方　憲広
独立行政法人国際協力機構（JICA）人間開発部　課題アドバイザー

　国際協力専門員

協力企画 松崎　瑞樹 JICA 人間開発部　基礎教育第二課　主任調査役

評価分析 永井　清志 株式会社コーエイ総合研究所　コンサルタント

１－３　調査日程

日　付 曜　日 調査日程

1 1 月 21 日 月
（日本側調査団　永井団員アディス・アベバ到着）

16：00-18：00　JICA エチオピア事務所

2 1 月 22 日 火

10：00-15：00  プロジェクト事務所訪問

  合同評価委員会メンバーとの協議

15：00-16：00  JICA 専門家との協議

3 1 月 23 日 水

07：00-10：00　アディス・アベバ市からアムハラ州へ移動

10：00-12：30  アムハラ州ノースショア県の学校訪問

  理数科代表教員へのインタビュー

13：30-15：30  アムハラ州教育局関係者へのインタビュー

15：30-18：00  アムハラ州からアディス・アベバ市へ移動

4 1 月 24 日 木
08：00-09：00　JICA エチオピア事務所

09：00-16：00　JICA 専門家へのインタビュー

5 1 月 25 日 金

06：30-10：00  アディス・アベバ市からオロミア州へ移動

10：00-13：00  オロミア州アルシ県の学校訪問

  理数科代表教員へのインタビュー

13：00-15：00  オロミア州及び郡教育局関係者へのインタビュー

15：00-18：00  オロミア州からアディス・アベバ市へ移動

6 1 月 26 日 土 資料整理

7 1 月 27 日 日 資料整理

8 1 月 28 日 月 09：00-16：00  アディス・アベバ市教育局関係者へのインタビュー

9 1 月 29 日 火
09：00-14：00  オロミア州教育局関係者及び州研修指導員へのインタ

ビュー

10 1 月 30 日 水
議事録案・評価グリッド案作成作業

（西方団長アディス・アベバ到着）
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11 1 月 31 日 木

10：00-12：00  アディス・アベバ市 SMASEE 研修センター訪問

（松崎団員アディス・アベバ到着）

15：00-20：00  団内打合せ

12 2 月 1 日 金
09：00-11：00  JICA エチオピア事務所

11：00-20：00  JICA 専門家へのインタビュー

13 2 月 2 日 土 中間レビュー報告書・協議議事録案作成

14 2 月 3 日 日 中間レビュー報告書・協議議事録案作成

15 2 月 4 日 月
09：00-12：00  連邦教育省関係者との打合せ

14：00-17：00  中間レビュー報告書・協議議事録案修正

16 2 月 5 日 火
09：00-12：00  中央研修講師との打合せ

14：00-17：00  中間レビュー報告書・協議議事録案修正

17 2 月 6 日 水
08：00-08：30  連邦教育省副大臣との協議

09：00-11：00  地方 3 州関係者とのプレ合同運営委員会の実施

18 2 月 7 日 木

09：00-11：00  合同調整委員会の実施

  中間レビュー報告書・協議議事録への署名

14：00-15：00  日本大使館報告

15：00-16：00   JICA エチオピア事務所報告

19 2 月 8 日 金 日本側調査団エチオピア出発
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１－４　主要面談者

（１）エチオピア側関係者

連邦教育省（Ministry of Education：MOE）
H.E. Fuad Ibrahim State Minister, General Education
Ms. Abebech Negash Director, Teacher Development Programme (TDP)
Mr. Eshetu Asfaw  SMASSE National Trainer (NT), Maths & Science Case Team, 

TDP
Mr. Tesfaye Jinore Baffa SMASSE NT, Maths & Science Case Team, TDP
Mr. Takele Alemu SMASSE NT, Maths & Science Case Team, TDP
Teklemariam 
Mr. Getachew Debela SMASSE NT, Maths & Science Case Team, TDP
Mr. Yehualashet SMASSE NT, Maths & Science Case Team, TDP
Gebremichael 
Mr. Hailu Genebo  SMASSE National Laboratory Technician, Maths & Science Case 

Team, TDP
Mr. Nesibu Mengistu  SMASSE National Laboratory Technician, Maths & Science Case 

Team, TDP
Mr. Alemu Bayisa  SMASSE National Laboratory Technician, Maths & Science Case 

Team, TDP

アムハラ州教育局（Amhara Regional Education Bureau：AREB）関係者

Mr. Siyoum Zelibanos  SMASEE Focal Person, Head, Debre Brihan (Woreda) Education 
Office, North Shewa Zone

Mr. Merete Yitagesu Ayele Director, Atse Zeryakob Primary School
Mr. Tesega Admassu Kebede SMASSE Regional Trainer (RT) (Chem)
Mr. Elefachew Shenkut SMASSE Key Teacher (KT) (Chem)
Mr. Yeseef Yimen SMASSE KT (Bio)
Mr. Abrham Tessema Director, Biruh Tesfa Primary School
Mr. Desalegu Alemu SMASSE KT (Bio)
Mr. Tadesse Wlzena SMASSE KT (Chem)
Mr. Tesfaye Sayzeum SMASSE KT (Phy)
 

オロミア州教育局（Oromia Regional Education Bureau：OREB）関係者

Mr. Merga Feyissa Deputy Head, Head of TDP, of Oromia Education Bureau
Mr. Befkadu Sirnesa RT (Maths), SMASEE Case Team, TDP
Mr. Abdulai Kassim RT (Chem), SMASEE Case Team, TDP
Mr. Getu Wari RT (Chem), Asella College of Teacher Education
Mr. Aliy Ullu RT (Maths), Asella College of Teacher Education
Ms. Atsede Solomon SMASEE Focal Person, Arsi Zone Education Office
Mr. Siraj Hussen SMASEE Focal Person, Tiyo Woreda Education Office
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Mr. Mohaammed Hussein Director, Waji Bilalo Primary School
Mr. Fikadu Wedajo Robie SMASSE KT (Maths), Waji Bilalo Primary School
Mr. Girma Kifle Director, Dosha Primary School
Mr. Deresse Gemechu SMASSE KT (Bio), Dosha Primary School
Mr. Shilesh Agazhi SMASSE KT (Maths), Dosha Primary School

ア ディス・アベバ特別市教育局（Addis Ababa City Administration Education Bureau：AAEB）関

係者

Mr. Tadele Bekele  Former Focal Person, TDP, AAEB
Mr. Gabre Negash  Focal Person, TDP, AAEB
Mr. Kifle Yilma RT (Maths), SMASEE Case Team, TDP
Mr. Berhanu Fikru RT (Bio), SMASEE Case Team, TDP
Mr. Mekonnen Legesse RT (Chem), SMASEE Case Team, TDP
Mr. Girma Mirkana RT (Maths), Abyot Kirs Prep. School
Mr. Getachew Asrat RT (Phy), Addis Ketema Prep. School
Ms. Zewednesh Meles RT (Phy), Arada Kefle Prep. School
Mr. Nigussie Beyene Belew Deputy Director, Ketema Prep. School
Mr. Lamsgnew Taddesse Lab Technician (Bio), Ketema Prep. School
Mr. Meskele Berhan Tesfaye Lab Technician (Chem), Ketema Prep. School

（２）日本側関係者

JICA エチオピア事務所

大田　孝治 所長

中川　淳史 次長

奥川　由紀子 企画調査員（教育）

プロジェクト専門家

清水　一平 研修運営管理

知久　奈穂子 理数科教育

田中　千聖 理数科教材開発・研修モニタリング
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第２章　プロジェクトの概要

２－１　基本計画

名　称 理数科教育改善プロジェクト

協力期間 2011 年 3 月 3 日 ～ 2014 年 3 月 2 日

上位目標
対象州において、初等第 7 ～ 8 学年教員の理数科授業における生徒中心

型授業の実施能力が改善される。

プロジェクト目標
対象州において、初等第 7 ～ 8 学年理数科教員を対象とする現職教員研

修システムのモデルが確立される。

期待される成果

（アウトプット）

１．中央及び州レベルのプロジェクト実施組織が確立され、機能する。

２．�対象州のパイロット地域において、州研修指導員及び理数科代表教

員の研修実施能力が向上する。

３．現職教員研修モニタリング・評価システムが開発され、機能する。

４．現職教員研修の普及拡大に向けた基盤が構築される。

２－２　本プロジェクトの位置づけ

対エチオピア国別援助方針（2012 年 4 月）において、重点分野（中目標）として教育分野が

掲げられており、対エチオピア事業展開計画においても、質の高い基礎教育環境の提供プログラ

ムの中核案件として位置づけられている。

また、本プロジェクトは日本政府の政府開発援助（ODA）分野別政策「日本の教育協力政策

2011-2015」（2010 年 9 月）と JICA の教育分野ポジション・ペーパー「JICA の教育分野の協力　

－現在と未来－」（2010 年 9 月）に整合している。

２－３　プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

JICA では、1990 年代前半から、プロジェクト管理手法としてプロジェクト・サイクル・マネ

ジメント（PCM）手法を導入した。PCM 手法において中心的役割を果たすのは、PDM と名付け

られたプロジェクト計画概要表である。これは「目標」「活動」「投入」などのプロジェクトの主

要構成要素や、プロジェクトをとりまく「外部条件」との論理的相関関係を示したものである。

本プロジェクトでは、2011 年 5 月の討議議事録（R/D）締結時に PDM（第１版）を策定し、R/D
の付属文書として承認された。その後、プロジェクトチームは PDM（第１版）で未確定であっ

た指標の目標数値を設定し、PDM（第２版）が 2012 年 5 月の第 1 回合同調整委員会で承認された。

本中間レビューは PDM（第２版）に基づいて実施された（付属資料の ANNEX 1-1 参照）。

２－４　実施体制

本プロジェクトのカウンターパート（C/P）機関は連邦教育省である。同省副大臣をプロジェ

クトマネージャーとし、副大臣を議長とする中央運営委員会（National Steering Committee：NSC）
がプロジェクトの最高意思決定機関として設置された。

プロジェクトの現職教員研修（In-Service Education and Training：INSET）は、中央研修と地方研

修の 2 段階の伝達講習方式（カスケード方式）で実施されている。中央研修は、中央現職教員研

修センターにおいて、8 名の中央研修指導員及び 3 名の実験技師（Laboratory Technicians）の計 11
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名体制で運営・実施されており、3 州から参加した州研修指導員（約 270 名）に対して研修を行う。

中央研修指導員は、数学、物理、化学、生物の 4 グループに分かれ、各分野の関連活動を主導し

ている。

また、地方研修は、オロミア州、アムハラ州、アディス・アベバ特別市の 2 州 1 市の各 1 カ所、

計 9 カ所の地方研修センター（既存の中学校を使用）で実施され、上述の中央研修を受講した州

研修指導員のうち、各州パイロット SMASEE ゾーンに属する約 70 名の州研修指導員が、各クラ

スター郡から 4 名（数学・物理・化学・生物）ずつ選定された理数科代表教員（Key Teacher(s)：
KT(s)）約 1,936 名に対して研修を行う。なお、年間の研修実施回数は、アムハラ州、オロミア州

では各 4 回、アディス・アベバ特別市では 2 回実施している。

 

図２－１　現職教員研修
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第３章　評価方法

３－１　評価グリッド

本調査では、達成度、実施プロセス、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持

続性）の項目ごとに、評価設問、必要なデータ・評価指標などを整理し、これらを組み込んだ評

価グリッドを作成したうえで、それを用いて評価を行った。評価グリッドは、2011 年 2 月署名

の R/D に添付された PDM に対応して作成した（詳細は、付属資料の ANNEX 2 を参照）。

３－２　評価実施方法

中間レビューは、JICA 評価部作成 ｢ 新 JICA 事業評価ガイドライン第１版 ｣（2010 年 6 月）に

基づき、以下の手順で実施した。

（１）合同評価の目的の確認

本中間レビュー調査は、プロジェクトの中間地点において、プロジェクトが順調に効果発

現に向けて実施されているかどうかを検証し、結果をプロジェクト内容の改善のために活用

すべく実施するものであることを、エチオピア側の評価者と確認した。

（２）評価対象プロジェクトの情報整理

事前評価報告書及び専門家の報告書などを精査し、本プロジェクトの概要を把握した。さ

らに、調査団員及び関係者で勉強会の場をもち、現状についての情報も共有した。

（３）評価のデザイン

JICA では、プロジェクトの評価における価値判断の基準として、評価５項目を採用して

いる。評価５項目とは 1991 年に経済協力開発機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）で

提唱された開発援助事業の評価基準であり、以下の５項目から成る。

①　妥当性（relevance）
プロジェクトのめざしている効果がエチオピア国のニーズに合致しているか、問題や課

題の解決策として適切か、エチオピア国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェク

トの戦略・アプローチは妥当かなどといった、「援助プロジェクトの正当性・必要性」を

問う視点。

②　有効性（effectiveness）
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているの

か（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。

③　効率性（efficiency）
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（あ

るいは、されるか）を問う視点。

④　インパクト（impact）
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果を見る視

点。予期していなかった正 / 負の効果・影響を含む。
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⑤　持続性（sustainability）
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは、持続の

見込みはあるか）を問う視点。

（４）データ収集・分析方法

評価グリッドに基づいて、関連文献等の資料収集及び関係者から聞き取りにより情報収集

を行った（訪問先及び面談者については、第１章に掲げた調査日程と面談者リストを参照

されたい）。これらを取りまとめて、添付の実績の検証、プロセスの検証、５項目評価とし

て、評価グリッド結果表にまとめた。

これらの収集情報を総合的に整理分析して評価結果を取りまとめ、中央運営委員会（NSC）
を開催してカウンターパートら関係者と共有のうえ、合意を得た。

（５）評価結果の報告

上記を中間レビュー調査報告書に取りまとめた。
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第４章　計画達成度

４－１　投入実績

４－１－１　日本側

日本側の投入は、第三国（ケニア SMASE）短期専門家派遣が当初計画よりも減じられたこ

とを除けば、おおむね計画どおりである。主な投入実績を以下に示す。

（１）専門家派遣

担当業務
派遣実績

（累積 MM）

1 研修運営管理 23MM

2 理数科教育 23MM

長期専門家合計 46MM

1 理数科教育 0.23MM

2 理数科教育 0.37MM

3 授業評価 2.37MM

4 理数科教育 2.57MM

5 理数科教育 5.07MM

短期専門家合計 10.61MM

（２）ローカルコスト負担

これまでに日本側が負担した費用は以下のとおりである。

Year  (JP Fiscal Year) 1st Quarter 2nd Quarter 3rd Quarter 4th Quarter

2010 - - - 398,000.00

2011 849,358.00 2,081,586.00 506,552.00 730,152.00

2012 576,580.00 2,188,740.00 993,120.00 264,580.00

円貨換算額で合計 43.2 百万円程度（換算レート：1 JPY ＝ ETB5,026）となる。
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（３）本邦研修

List of Participants (Seminar for Evaluation and Monitoring of Mathematics @ Tokyo)
No. Year Name Subject Job Title Region
1 2012 Yehualashet Gebremichael Mathematics SMASEE National Trainer, MoE Federal
2 2012 Bilata Mekonnen Mathematics Education Officer, Afar E.B. Afar
3 2011 Kifle Yilma Mathematics SMASEE Addis Ababa Regiona Trainer, Curriculum expert, AAEB Addis Ababa
4 2011 Dagnew Asmare Belachew Mathematics RCU member, Curriculum expert, AEB Amhara

List of Participants (Improvement of Lesson Evaluation in Science for English-speaking Sub-Saharan African Countires @ Osaka)
No. Year Name Subject Job Title Region
1 2012 Etenesh Mekonnen Biology SMASEE National Trainer, MoE Federal
2 2012 Getachew Debela Physics SMASEE National Trainer, MoE Federal
3 2011 Nega Gichile Chemistry NCU member, Curriculum expert, MoE Federal
4 2011 Alemu Legasse Chemistry RCU member, Curriculum expert, AEB Oromia

List of Participants (INSET Management for Anglophone Counries in Africa @ Hiroshima, Chugoku)
No. Year Name Subject Job Title Region
1 2012 Abebech SMASEE National Coordinator, MoE Federal
2 2012
3 2011 Tesfaye Jinore Chemistry SMASEE National Trainer, MoE Federal

List of Participants (Teacher Education for Basic Education of African Countries (B) @ Kagoshima, Kyushu)
No. Year Name Subject Job Title Region
1 2012 Eshetu Asfaw Physics SMASEE National Trainer, MoE Federal
2 2012 Yohanes Tesfaye TDP Expert, MoE Federal
3 2011 Getachew Tadesse Biology NCU member, TDP expert, MoE Federal
4 2011 Deleje Alemu OEB Oromia
5 2010 Theodros Shewarget Belew SMASEE National Coordinator, Director of TDP, MoE Federal

List of Participants (Strengthening Local Education for SMASE-WECSA for Sub-Saharan Africa @ Sapporo)
No. Year Name Subject Job Title Region
1 2012 Mulugeta G. TDP Expert, Tigray E.B. Tigray
2 2011 Birhanu Addis Azage AEB Amhara
3 2010 Eshetu Asfaw Cheru       Physics TDP senior expert Federal
4 2010 Yosef Mehret Mengistu Physics Expert, CDDS Federal
5 2010 Solomon Andargai Chemistry Expert, TDP, MoE Federal
6 2009 (FY2Solomon Belayneh Abebe Biology Expert, General Education Curriculum Framework Devepoment Department (G Federal
7 2008 (FY2Tesfaye Ayele Gebrekidan Mathematics Expert, GECFDD, MoE Federal

List of Participants (Improvement of Teaching Methodology on Primary Science and Mathematics in Sub-Saharan Africa @ Okayama, Chugoku)
No. Year Name Subject Job Title Region
1 2012 Solomon Digafle Mathematics SMASEE National Trainer, MoE Federal
2 2012 Alemayehu Woldekirkos Chemistry SMASEE National Trainer, MoE Federal
3 2011 Yigermal Ayalew Admasu Biology RCU member, Curriculum department head, AEB Amhara
4 2011 Yusuf Mohammed Physics RCU member, Curriculum expert, OEB Oromia

List of Participants (Improving Teaching Method in Mathematics in Primary Education @ Tsukuba)
No. Year Name Subject Job Title Region
1 2011 Girma Mirkana Mathematics Seconary Teacher, Abyot Kris Preparatory School Addis Ababa

（１）  
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（４）第三国研修
（１）  

List of Participants to the TCTP on Mathematics and Science Education in Kenya
No. No. Year Name Subject Job Title Region
1 1 2012 Solomon Digafe Mathematics SMASEE National Trainer, MoE Federal
2 2 2012 Alemayehu W. Chemistry SMASEE National Trainer, MoE Federal
3 3 2012 Epheren L. Physics Teacehr education development expert
4 4 2012 Workneh G. Biology Teacher
5 5 2012 Yirga Mulusew Biology Teacher education development programexpert 
6 6 2012 Samuel Hameso Biology Teacher
1 1 2011 Takele Alemu Biology SMASEE National Trainer, MoE Federal
2 2 2011 Yehualashet Gebremichael Mathematics SMASEE National Trainer, MoE Federal
3 3 2011 Mekonnen Legesse Chemistry SMSEE Addis Ababa Regional Trainer, Curriculum expert, AAEB Addis Ababa 
4 4 2011 Dawud Yemer Biology Lecturer, Gondar CTE Amhara

Before Inception of SMASEE
1 5 2010 Adugna Gelaw Yirsaw Mathematics Lecturer Addis Ababa
2 6 2010 Fikru Gashaw Bogale Biology Lecturer Addis Ababa
3 7 2010 Fekade Beshah Tessema Chemistry Lecturer Amhara
4 8 2010 Hassen Worku Mohammed Physics Lecturer Amhara
5 9 2010 Nigussie Lemma Bedada Chemistry Lecturer Oromia
6 10 2010 Haile Diga Gelan Mathematics Assistant Lecturer Oromia
1 11 2009 Kifle Yilma Balcha Mathematics Curriclum expert, AAEB Addis Ababa 
2 12 2009 Zeleke beyoro amado Physics Acting Dean & lecturor at Kotebe College ofTeacher Education Addis Ababa 
3 13 2009 Zinab Aba-oli abadiga Mathematics Dean of Jimma college of Teacher Education Oromiya 
4 14 2009 Endalew Amenu Edessa Biology Biology instructor Dembi-Dollo College of Teacher Education Oromiya 
5 15 2009 Melke Nigussie Kifle Physics Physics ans mathematics curriclum developer Amhara 
6 16 2009 Legas Ahmedin Ahmed Mathematics Teachers, head teachers, supervisors devt process implementor Amhara 
7 17 2009 Nega Gichile Bongasse l Chemistry Curriclum development expert      Federal 
8 18 2009 Gretachew Tadesse Azmera Biology Teacher development programexpert  Federal 
9 19 2009 Eshetu Asfaw Cheru       Physics TDP senior expert Federal 
1 20 2008 Yemane Abraha Seged Mathematics Lecturer, Kotobe College of Teacher Education AddisAbaba
2 21 2008 Deresse Terfa Leta Physics Lecturer, Kotobe College of Teacher Education AddisAbaba
3 22 2008 Dejene Shewaye Abayneh Chemistry Assistant Professor, Kotobe College of Teacher Education AddisAbaba
4 23 2008 Atile Nega Begashaw Mathematics Lecturer, Debre Berhan TTC Amhara
5 24 2008 Neknikie Zewdie Wolde Giorgis Physics Lecturer, Debre Berhan TTC Amhara
6 25 2008 Belete Tewabe Gebeyehu Chemistry Lecturer, Debre Berhan TTC Amhara
7 26 2008 Boki Tola Feyisa Mathematics Lecturer, Assela TTC Oromia
8 27 2008 Tariku Diga Dibaba Biology Lecturer, Assela TTC Oromia
9 28 2008 Zewdu Tulu Aredo Physics Lecturer, Assela TTC Oromia

10 29 2008 Tesfaye Jinore Baffa Chemistry Expert, General Education Curriculum Framework Devepoment Department
(GECFDD), MoE

Federal

11 30 2008 Yosef Mehret Mengistu Physics Expert, GECFDD, MoE Federal
1 21 2005 Yikdem Mengesha Gebrehiwot Physics Graduate Assistant II, Mekelle College of Teacher Education (TTC) Tigray
2 32 2005 Leul Kidane W. Michael Biology Lecturer, Mekelle College of Teacher Education (TTC) Tigray
3 33 2005 Tesfaye Ayele Gebrekidan Mathematics Expert, GECFDD, MoE Federal
1 34 2004 Negussie Negash Regassa Chemistry Assistant Professor and Teacher Trainer of Chemistry, Faculty of Education, Addis

Ababa University
AddisAbaba

2 35 2004 Fetene Eyayu Molla Biology Lecturer (Teacher Trainer of Biology), Head of Department of Biology, Faculty of
Education, Bahar Dar University

Amhara

3 36 2004 Weldeselassie Abreha Tesfay Mathematics Lecturer (Teacher Trainer of Mathematics), Faculty of Education, Mekelle University Tigray

4 37 2004 Workineh Simegne Tafese Mathematics Lecturer (Teacher Trainer of Mathematics), Faculty of Education, Alemaya University Oromia
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No. Year Name Subject Job Title
1 2012 Chemir Haile Hibdeta SNNPR E.B.
2 2012 Merkeni Muftazim A. Benishangul E.B.
3 2012 Abiyu D.A. Primary Teacher, Somali 
4 2011 Birhanu Fikru Biology SMASEE Amhara Regional Trainer, Curriculum expert, AAEB
5 2011 Girma Mentistu Biology SMASEE Amhara Regional Trainer, Curriculum expert, AAEB
6 2011 Berhanu Letu Chemistry Curriculum expert, OEB
7 2011 Bayisa Serbesa Mathematics Curriculum expert, OEB
8 2011 Assefa Belayneh Mathematics Lecturer, Debre Birhan CTE
9 2011 Seydie Mebrie Physics Lecturer, Debre Marcos CTE

Before Inception of SMASEE
1 2009 Tesfaye Ayele Gebrekidan Mathematics Mathematics Expert,MoE
2 2009 Tesfaye Jinore Baffa Chemistry Chemistry Senior Expert, MoE
3 2009 Boki Tola Feyisa Mathematics Dean and mathematics Lecturer, Assela College of Teacher Education
4 2009 Nekinike Zewdie Woldegiorgis Physics Physics Lecturer, Debre Birhan College of Education
5 2009 Yemane Abrha Seged Mathematics Mathematics Lecturer, Koteb College of Teacher Education

List of Participants to International Seminar "Lesson Evaluation and Assessment" @ Uganda (MoES & SESEMAT)
No. Year Name Subject Job Title

Before Inception of SMASEE
1 2010 Tesfaye Anteneh Biology Assistant Professor, Kotebe College of Teacher Education
2 2010 Fikadu Nirae Physics Vice Dean (Academic) and Pre-service Sub Process Coordinator, Debre Birh
3 2010 Jifar Hassan Mudi Biology Teacher and Pre-Service Process Team Manager, Robe College of Teacher E

List of Participants to Technical Workshop on "lesson study"@ Swaziland
No. Year Name Subject Job Title

Before Inception of SMASEE
1 2009 Getachew Tadesse Azmera Biology Expert, TDP, MoE
2 2009 Nega Gichile Bongasse Chemistry Curriculum Expert, GECFDD, MoE

List of Participants to Technical Workshop @ Kenya
No. Year Name Subject Job Title
1 2012 Eshetu Asfaw Physics SMASEE National Trainer, MoE
2 2012 Takele Alem Biology SMASEE National Trainer, MoE

List of Participants of Thrid Country Training Program (TCTP) in Malasia

（５）機　材

Item
Specification

(Model Name/No, 
Manufacturer ) 

Quan-
tity

Unit Price Sub Total
Delivery 

Date
Place

Notebook PC Toshiba Satellite 4 11,500 46,000
March 
2011

MOE x 4

Printer HP Laserjet 2055 1 15,525 15,525
March 
2011

MOE

Video Camera Panasonic NV-MD 1000 2 32,890 65,780
March 
2011

A x 1,
A.A. x 1

Photocopier Kyocera, TASKalfa 520i 2 381,243.4 762,486.8
April 
2011

MOE x 2

Project Car Toyota Hi Ace 1 609,927 609,927
July
2011

MOE
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Generator Yamaha 1 27,700 27,700
July
2011

MOE

Projector Dell 1 15,500 15,500
July
2011

MOE

Scanner HP Scanjet 1 1,600 1,600
July
2011

MOE

Stabilizer Century OUR.TUB 1 875 875
July     
2011

MOE

PC Toshiba Satellite 6 10,870 65,220
July      
2011

MOE x 6

Printer HP Laser JET 1 5,973 5,973
July     
2011

MOE

Digital Camera Cyber Pix 1 13,750 13,750
July      
2011

MOE

PC Toshiba Satellite 11 10,870 119,570
July 
2011

A.A. x 3,
A x 4,
O x 4

Generator Yamaha 8 27,700 27,700
July 
2011

A.A x 2,
A x 3,
O x 3

Projector Dell 8 15,500 124,000
July      
2011

A.A x 2, 
A x 3,
O x 3

White Board
Large size for 
conference

8 696 5,568
July     
2011

A.A x 2,
A x 3,
O x 3

Photocopier Xerox 12 300,000 3,600,000
April 
2012

MOE x 1,
A.A x 3, 
A x 4,
O x 4

Project Car Toyota Hi Ace 1 566,360 566,360
July      
2012

MOE x 1

Total 6,073,534.8

４－１－２　エチオピア側

エチオピア側の主な投入実績は、以下のとおりである。

（１）カウンターパート

活動の中軸を担う中央研修指導員が 8 名（数学、物理、化学、生物それぞれ 2 名ずつ）、

専従で配置されている。また実験技師（Laboratory Technician）も 3 名（物理、化学、生物）

専従で、2012 年後半に配置されている。この 11 名が、日本人専門家と共に連邦レベルで

プロジェクト活動に従事することになっている。以下、専従以外も含めた C/P 配置状況を

記す。

National Coordinator（1 名、教員開発プログラム局長）

National Trainers（8 名）
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National Laboratory Technician（3 名）

Regional Coordinators（各州 / 特別市に 1 名ずつ）

Focal Persons（各州 / 特別市に 1 名ずつ）

Regional Trainers（各州 / 特別市に 4 名ずつ）

（２）プロジェクトチーム執務室

現在、正式な執務室がない状態で、臨時執務室として高等教育局の機関の事務所の一部

で執務している状況である。実験室が不足しており、またトイレの改修が必要であるな

ど、多くの問題を抱えている。

（３）ローカルコスト負担

これまでにエチオピア側が負担した費用は、以下のとおりである。

Year National Addis Ababa Oromia Amhara

2011 417,222.72 280,000.00 914,924.00 1,113,361.39

2012 531,159.80 204,850.00 925,107.00
1,113,361.39
(Provisional)

円貨換算額で合計 27.6 百万 JPY 程度（換算レート：1 JPY ＝ ETB5,026）となる。

４－２　実施プロセス

（１）活動プロセス

次に示す課題を除けば、活動は全般に計画どおり進められている。

① 　 PDM で想定された実施組織体制は構築あるいは機能していないが、それらの役割と機

能は既存の教育行政組織によって担われている。

② 　教員養成校（College of Teacher Education：CTE）との協力連携関係が計画どおりに構築

されていない事例が確認された。

③　  州研修運営管理ワークショップが計画どおりに実施されていない事例が確認された。

（２）技術移転

カウンターパート（C/P）は、おおむね日本人専門家と緊密に活動しており、技術移転も

進んでいる。また、プロジェクト活動を円滑に進めるために必要となる C/P の知見も日本人

専門家に適切に共有されている。

（３）プロジェクト運営管理体制

オロミア州とアディス・アベバ特別市では、教育局内に Mathematics and Science Case Team 
が設置され、またアムハラ州では Focal Person 及び 4 名の教科科目職員が任命されて、既存

の教育行政組織の下でプロジェクト活動の運営管理が行われている。
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（４）モニタリング

研修のモニタリング・評価については、その主な目的が活動内容の改善とプロジェクト終

了時に研修システムのモデルの構築するための情報収集であることから、中央研修指導員が

中心となって実施している。

（５）オーナーシップ

Mathematics and Science Case Team を新たに設置し、さらにこれを副大臣の直下の局レベル

に格上げする決定など、連邦政府の高いコミットメントが示されている。また、州 / 特別市

教育局においても、特に専属部署の設置や職員の配置などにおいて、それぞれの方法で高い

コミットメントを示すイニシアティブをみせている。

４－３　プロジェクトの達成状況

４－３－１　成果の達成状況

計画されている 4 つの成果に関して、成果４以外は順調に達成されつつある。成果４はプロ

ジェクト後半で達成される性格のものであり、今後順調に達成されると期待される。

成果１：中央及び州レベルのプロジェクト実施組織が確立され、機能する。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

成果１の指標 達成状況

計 6 回の中央運営委員会会合が開催される。 中央運営委員会会合が 2 回開催された。

計 3 回の中央現職教員研修が実施される。 中央現職教員研修が 2 サイクル実施された。

対象州パイロット地域にて、計 3 回の州現職

教員研修が実施される。

対象地域で、州現職教員研修が 2 サイクル

実施された。

対象州関係者に対する中央現職教員研修運営

管理ワークショップが計 3 回実施される。

中央現職教員研修運営管理ワークショップ

が 1 回実施された。

対象州にて、クラスター活動関係者に対する

州現職教員研修運営管理ワークショップが計

3 回実施される。

対象州 / 特別市で関連するワークショップが

開催されたが、内容がプロジェクトが意図

したものとは異なっていた。

実施組織については、エチオピア側の高いオーナーシップとイニシアティブの下で、当初

PDM にて計画されたものよりも持続的な組織体制の性格が大きいかたちで構築されつつある。

連邦教育省では、National Coordination Unit に代わって Mathematics and Science Case Team が設置

され、これが担当副大臣（State Minister）の直下である局レベルへの格上げが最近決定された。

オロミア州では、教育局に Mathematics and Science Case Team が、新たな職員を募集して設置

されている。これを参考にして、アディス・アベバ特別市もカリキュラム部門の教科専門性を

有する職員を異動させて、同様の Case Team を設置した。これらの部署が、実質的に National 
Coordination Unit の役割を果たしている。

プロジェクトの決議機関である中央運営委員会（NSC）と州運営委員会（Regional Steering 
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Committee：RSC）も計画どおりのかたちでは開催されていない。ただし、エチオピア側で必

要な報告や意思決定は、既存の定例会議等の場で行われているとのことである。しかし JICA
側の代表者が入った委員会ではないため、完全に NSC と RSC の機能を果たしているとはいえ

ない。

実施組織については計画との相違があるものの、中央研修と州研修を 3 サイクル実施する活

動は、おおむね計画どおり進められている。強いていえば、教員や教員養成校がかかわってい

る夏期講座（サマースクール）のスケジュールの関係で、当初 8 月に想定していた中央研修が

2 ～ 3 カ月程度の遅れが発生している。

研修実施がおおむね計画どおりであるのに対して、研修の質の確保のために必要である研修

運営管理ワークショップが計画どおりには実施されていない。中央ではこれまで 1 回実施さ

れ、州 / 特別市レベルでは学校またはクラスターレベルでの活動のための校長などへの啓発目

的のワークショップが各州で実施されている。ただし、州でのワークショップの内容は、プロ

ジェクトが意図したものとは異なっており、今後改善が必要である。

成果２： 対象州のパイロット地域において、州研修指導員及び理数科代表教員の研修実施能力

が向上する。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

成果２の指標 達成状況

約 270 名の州研修指導員が中央現職教員研修

によって育成される。

第１サイクルで 224 名、第２サイクルで 270
名を育成。

約 1,930 名の理数科代表教員が州現職教員研

修によって育成される。

第１サイクルで 1,830名、第２サイクル 1,847
名を育成。

研修受講者能力指標が向上する。

第１サイクルから第２サイクルの研修で、

能力指標が州研修指導員は 3.2 から 3.7 に、

代表教員が 3.5 から 3.6 に向上。

理数科態度指標が向上する。

第１サイクルから第２サイクルの研修で、

態度指標が州研修指導員は 3.4 から 3.7 に、

代表教員が 3.4 から 3.8 に向上。

授業観察指標が向上する。 第２サイクルのフォローアップ調査未実施

のため、現時点で確認できず。生徒の授業への参加態度が向上する。

中央と州レベルでの研修実施では、さまざまな数値指標による評価のための評価・モニタリ

ングツールを開発してデータ収集が行われている。またフォローアップ調査も実施しており、

州研修を受講した代表教員の授業をサンプリングして観察し、評価している。これらの第１サ

イクルから第２サイクルを比較すると、全般に向上が認められ、第３サイクルに向けて順調な

向上が期待できる。なお、中間レビュー調査の時点では第２サイクルのフォローアップ調査が

未実施であったので、その実施において代表教員の能力向上と彼らの授業における生徒の参加

度指標の向上の状況を確認することが必要である。



－ 18 －

ひとつ留意が必要な点として、州研修指導員と代表教員の人選がある。本来は、3 サイクル

をまとめてパッケージ研修としていることから、参加者も継続して 3 サイクルを受講すること

が想定されている。しかし実際には第１サイクルに参加せずに第２サイクルに参加しているも

のがいる。3 サイクルの研修内容に関連性や一貫性があることから、何らかの理由で部分的な

受講になっている者については、評価指標も低い結果が出ると考えられる。よって、PDM の

目標達成の観点から、また当然ながら 3 サイクルすべてを受講した者ができるだけ多いことが

好ましいことからも、今後の州研修指導員及び代表教員の選定に際しては、選定基準の周知の

徹底など一層の留意が必要である。

成果３：現職教員研修モニタリング・評価システムが開発され、機能する。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

成果３の指標 達成状況

各研修サイクル終了後、現職教員研修モニタ

リング・評価ツールを用いた中央現職教員研

修報告書が完成される。

プロジェクトで開発したモニタリング・評

価ツールを用いて、第１サイクルと第２サ

イクルの中央現職教員研修報告書が作成さ

れた。

各研修サイクル終了後、現職教員研修モニタ

リング・評価ツールを用いた州現職教員研修

報告書が完成される。

プロジェクトで開発したモニタリング・評

価ツールを用いて、第１サイクルの州現職

教員研修報告書が作成された。

研修のモニタリング・評価については、計画どおりにツールが開発され、それらを活用して

研修実施時に能力向上と態度に係る指標データ収集が行われている。また、フォローアップ調

査として、サンプリングされた代表教員の授業の評価も行っている。

上記ツールはまた、それらを活用して収集する指標は成果２の指標となっており、プロジェ

クトの成果を評価する重要な位置を占める。そのため、日本人専門家もその開発と運用につい

て直接的に指導を行い、収集データに不備がないよう努めている。そのため、データの信頼度

は十分に高い。一方で、連邦レベルのカウンターパート（C/P）である中央研修指導員（NTs）
が中心となってモニタリング・評価を実施していることから、州 / 特別市レベルの C/P はその

運用については十分な理解はない。これについては、モニタリング・評価の目的がプロジェク

ト内での成果達成の評価、また研修による介入の影響を把握することによりプロジェクトの今

後の活動を効果的かつ効率的にすることであることから、妥当と判断される。

成果４：現職教員研修の普及拡大に向けた基盤が構築される。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

成果４の指標 達成状況

現職教員研修カリキュラムが開発される。 現職教員研修カリキュラムが 2011 年 7 月に

開発された。
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3 サイクル分の現職教員研修教材が開発され

る。

第１サイクルと第２サイクルの現職教員研

修教材が開発された。

全国的な拡大のための現職教員研修ガイドラ

インが開発され、エチオピア連邦教育省に承

認される。

すべての州に拡大するためのワークショッ

プ資料として、ガイドライン初版が開発さ

れた。

エチオピア教育セクター既存の会議等の機会

を利用し、3 回以上の啓発活動を行う。

中央研修運営管理ワークショップ、世界科

学デイ、また教育省の定例会議などで、関

係者への啓発活動を行っている。

ニュースレターが 3 回以上発行される。 ニュースレター第１版 4,000 部が発行された。

当初計画では、プロジェクトではパイロット地域で研修を展開し、その活動を通じて構築す

るモデルをパイロット以外の地域へ普及拡大する計画であったのだが、エチオピア政府の強い

意向により、プロジェクト開始直後から普及拡大の動きが始まっている。プロジェクト活動外

にはなるが、日本人専門家及び連邦レベルの C/P はできる範囲で支援を行ってきた。普及拡大

ガイドラインの完成はプロジェクトの最終段階の活動になるが、既に初版が作成され、普及拡

大にかかわる教育省関係者に提供されている。

また啓発活動については、プロジェクトが実施する研修運営ワークショップに加えて、定期

的に行われている教育省の会議等の機会を有効活用して効率的に実施されている。

ニュースレター第１版については 4,000 部が刷られており、郡教育事務所、さらには代表教

員の所属校に配布するに足る数であるはずだが、調査で訪れた学校では配布された様子が確認

できなかった。

４－３－２　プロジェクト目標達成の見通し

プロジェクト目標： 対象州において、初等第 7 ～ 8 学年理数科教員を対象とする現職教員研

修システムのモデルが確立される。

PDM に示された指標の達成状況は下表のとおりである。

プロジェクト目標の指標 達成状況

１ ．現職教員研修システムのモデルが初等第

7 ～ 8 学年理数科教員を対象とする全国現

職教員研修プログラムのプロトタイプとし

てエチオピア連邦教育省により公式に承認

される。

プロジェクト終了までに、現職教員研修シ

ステムのモデルを記述した SMASEE INSET 
Guideline（仮称）が作成され、教育省の承認

を得る予定である。

２ ．プロジェクトで開発した現職教員研修教

材がエチオピアにて実施中の「継続的職能

開発（CPD）プログラム」のモジュールと

してエチオピア連邦教育省により公式に承

認される。

これまでに実施した 2 サイクルの研修のた

めに開発した教材は高く評価され、既に

CPD 活動で活用している学校もあるとの報

告もある。したがって、この教材が CPD モ

ジュールとして承認される見込みは十分に

高い。

本調査では、プロジェクト実施を通じて開発されている教材やモニタリング・評価ツールな
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ど、また実践から得られる知見や参考活動事例を最終段階で取りまとめ、現職教員研修システ

ムのモデルとなるガイドラインを作成することを関係者に再確認した。現段階では、そのモデ

ルのイメージが関係者に共有されておらず、これを今後明確にしていくことが肝要である。

外部条件となっている校内研修及びクラスター研修についてもそのモデルに内包されると考

えられるため、プロジェクトの活動には含まれないものの、州 / 特別市教育局の能力強化を通

じて、それらの研修の実施体制整備に間接的な介入をすることも検討が必要である。

プロジェクトが直接実施する研修活動については全般に順調に進められているので、プロ

ジェクト実施期間後半に入ったこれから、特に最終的な成果品を意識して作業を進めること

で、プロジェクト目標が達成されることが十分に期待できる。

４－３－３　上位目標達成の見通し

上位目標： 対象州において、初等第 7 ～ 8 学年教員の理数科授業における生徒中心型授業の実

施能力が改善される。

上位目標の指標 達成状況

教員の理数科教育に対する良好な態度変容が

みられる。
現段階で教員一般の能力を評価することは

時期尚早であるが、その一部でもあるプロ

ジェクト活動の直接の対象である代表教員

については、成果２の達成状況に示される

とおり、能力向上が確認されている。

教員の教育学的技能の改善がみられる。

教員のリソース活用技能の改善がみられる。

生徒の理数科目に対する態度及び活動への参

加度の改善がみられる。

現段階で生徒一般の変化を評価することは

時期尚早である。

対象地域の対象学年理数科教員にプロジェクト介入の効果が発現するためには、校内研修と

クラスター研修の実施が重要な鍵を握る。州 / 特別市教育局の教育行政による組織的な実施が

望まれる。上位目標達成のためには、それらの研修の質が確保されることが必須であるが、研

修に使われるリソースの不足が課題となっていることが判明している。州 / 県 / 郡の教育行政

官の運営により、その課題への対処も必要である。これらの研修が質を伴ってすべての教員

対象に実施されてはじめて上位目標が実現されるものであり、現時点での評価は時期尚早であ

る。
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第５章　中間レビュー結果

５－１　評価５項目による評価

５－１－１　妥当性

以下の観点から、プロジェクトの目標及び成果の設定についての妥当性は高いといえる。

・ エチオピア国の開発に係る上位政策・計画である Growth and Transformation Plan 及び

Education Sector Development Plan IV に変化はなく、開発課題に関するエチオピア政府の優

先度は依然として高い。

・ 新カリキュラムでは生徒中心型の教育が導入されており、プロジェクトのアプローチと

の整合性が保障されている。

・ 対象地域は JICA が他の教育セクター支援を行っている地域であり、相乗効果の観点から

妥当である。

・ 対象学年については、理科が 3 科目に分かれる 7 年生を対象とすることが、教科教員の研

修を実施することが適切である。

・ ケニアなどアフリカ諸国で JICA が類似する支援を行っていることから、経験やリソース

が効率的に活用されており、プロジェクトの採択実施は適切である。

５－１－２　有効性

以下の観点から、プロジェクトの成果がプロジェクト目標を達成するための有効性は妥当な

程度に高いといえる。

・ 成果１、２、３は順調に進められており、残る成果４はプロジェクト後半となる今後よ

り充実した活動が期待できる。よってこれらの成果がプロジェクト目標の達成に寄与する

と期待できる。

・ 一方で、プロジェクト目標の達成は外部条件である校内研修とクラスター研修に依存す

る。これらについては、何らかの活動が実施されてはいるが、まだ組織的に計画実施され

るには至っていない。よってその質には疑問がある。また印刷研修教材が作成されていな

いなど、リソース不足も質に影響を与えている。この外部条件はプロジェクト目標達成の

ために非常に重要な要素であるので、何らかの対策を取ることについての検討が望まし

く、その如何によってプロジェクトの有効性が左右される。

５－１－３　効率性

以下の観点から、プロジェクトの効率性は中程度といえる。

・ プロジェクトの介入によって能力を向上している中央研修指導員及び州研修指導員の離

任状況については、正確な人数の把握が必要ではあるものの、多くは教育省に継続して在

籍しプロジェクト活動に効率的に寄与していると思われる。

・ 多くの投入と活動は適切に進められているが、プロジェクトチームの執務環境について

は、正式な通達のないまま現在臨時の部屋で執務している状況である。中央研修センター
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については、正規の実験室は 1 部屋のみであり、理科 3 科目の研修を実施運営するに際し

て大きな問題となっている。100 人を超える参加者の研修を実施するためには、現在使え

るトイレ設備のみでは大きな支障を来しており、その改修も必須である。

・ 中央研修指導員の幾人かは、プロジェクト以外の業務を与えられているため、本来プロ

ジェクト専従であるはずの業務に支障を来している。また当初計画には、専従でないパー

トタイムの中央研修指導員 8 名の配置も予定されているが、まだ配置されていない。

・ 十分な人数の州研修指導員が中央研修に参加はしたが、彼らが十分に州研修の指導員と

して活動しておらず、指定の人数（州研修 1 回で各科目 2 名ずつ計 8 名の指導員）に足ら

ない指導員で実施を余儀なくされた地方研修があったことが確認された。投入資源の効率

性を十分に高めるためには、州研修指導員の実際の研修への配置について、更なる留意が

必要である。

・ 活動はほぼ計画どおりのタイミングで効率的に実施されているが、当初計画では中央研

修を 8 月に想定していたところを、夏期講座（サマースクール）との時期的競合を避けて

10 月に遅らせて実施してきているため、プロジェクト終了時期の作業が過密になること

が予想され、懸案となっている。

５－１－４　インパクト

以下の観点から、プロジェクトの介入によるインパクトは高いといえる。

・ プロジェクトの実施期間はまだ残すところ 1 年以上ある時点であるにもかかわらず、連邦

教育省及び州 / 特別市教育局のイニシアティブにより、対象外の州や対象州内の対象外県

への普及展開が進められている。

・ プロジェクトの研修で紹介した授業指導案の様式が、連邦教育省開発による生物の新し

い指導書に採用されている。特にアムハラ州では、理数科以外の教科も含めたすべての教

科で導入され、作成が義務づけられた。

・ プロジェクトで開発した授業観察チェックリスト及び評価判断基準が、連邦教育省の教

員開発局（Teacher Development Programme：TDP）で共有され、活用されている。

・ 校内研修及びクラスター研修で、他教科や他学年の教員への普及をしている事例もある。

５－１－５　持続性

プロジェクト終了後の持続性については、残されたプロジェクト期間での成果達成と外部条

件の状況に大きく依存するものであり、現時点での評価は時期尚早である。現状では、ある程

度高い持続性を期待させる要素が以下のとおり確認できた。

・ 連邦教育省、オロミア州とアディス・アベバ特別市の教育局では、理数科教員研修の担

当部署として Mathematics and Science Case Team を設立するなど実施組織を既存の教育行政

組織に内在化させ、組織面での継続性を強化している。

・ 2 サイクルの中央及び州の研修を実施するのに十分な予算が、エチオピア政府予算により

確保された。政府予算は「教育の質改善プログラム（GEQIP）」などの財政支援の状況な

ども考慮すると、今後も安定していることが期待される。
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・ 南部諸民族州では既に州研修を実施しているなど、他の地域での展開もエチオピア政府

のイニシアティブで進められており、カスケード方式の研修制度についての理解と受容度

は高い。

・ モニタリング・評価に係る技術移転も、中央研修指導員に対して順調に行われており、

それらを活用した研修報告書が作成されている。

持続性に係る懸念としては、プロジェクトで州研修センターに供与された機材の管理体制が

必ずしも適切に機能していないことが確認された。持続性確保のためには、プロジェクトの残

された期間で州研修センターに対する運営管理能力強化支援のための追加投入と活動を行い、

この問題に対応することが必要である。

５－２　結　論

プロジェクトはこれまでのところおおむね順調に進められている。５項目評価においては、妥

当性とインパクトが高く、有効性と効率性についても外部条件である学校及びクラスター研修の

実施状況や執務環境に係る投入などの特定の問題はあるものの、他の要素については良好な状況

である。

残りの期間の活動は、日本側とエチオピア側双方の関係者がプロジェクトの目標である現職教

員研修（INSET）システムのモデル確立を特に意識して活動を進めることが、プロジェクト終了

時に良い結果を得ることにつながると予想される。

５項目評価のまとめ

評価項目 結　果

１．妥当性 高い

２．有効性 妥当な高さ

３．効率性 中程度

４．インパクト 高い

５．持続性 評価は時期尚早
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第６章　提言・教訓

６－１　提　言

（１）プロジェクト終了まで

①　校内研修・クラスター研修の重要性

SMASEE 知見の授業実践での活用のためには、効果的かつ効率的な代表教員の校内研

修・クラスター研修が欠かせない。汎用性のある SMASEE 現職教員研修（INSET）システ

ムのモデル確立のために、校内研修・クラスター研修がどのように実施されているのか、

またどのような課題があるのかを調査し、その結果を INSET マネジメントワークショッ

プにフィードバックすることが望ましい。

②　プロジェクト活動の円滑な実施のため適切な設備整備

現在プロジェクトは、教育省建物の改修のために、高等教育局の外郭団体の建物の一角

で執務している。円滑なプロジェクト実施のために教育省のリフォーム計画に基づきつつ

も、一日も早いプロジェクト事務所の確保が実現できることが望ましい。

③　エチオピア側と日本側相互のコミュニケーションの重要性

エチオピア側は連邦政府レベルと州レベルとの定例会合において、主に SMASEE のス

ケールアップに関する情報を共有・議論している。これはプロジェクトに対する教育省の

積極的なコミットメントのひとつとして評価できる。しかし、これらの情報が、JICA 側

に共有されることはこれまでに皆無の状況である。今後プロジェクトが、INSET システム

のモデルを構築するために、SMASEE 関連のすべての情報を共有しつつ精査することが

できることが望ましい。中央運営委員会（NSC）などを活用してエチオピア側の情報も日

本側に共有することにより、より良いモデル確立のための議論をすることも検討されるべ

きであろう。

④　SMASEE　INSET システムのモデルの重要性

プロジェクト策定時は 8 月を中央研修の時期と確定したが、プロジェクト開始後エチオ

ピア側が、8 月は夏期講座（サマースクール）実施のため 10 月に中央研修の時期を延期

することを決定した。プロジェクトは 2015 年 3 月に終了する予定であるが、今年予定さ

れている第３サイクルの中央研修も 8 月から 10 月にスケジュールがずれ込むため、同研

修終了後に予定されていた INSET システムのモデル構築のための時間が減少する。INSET
システムのモデルは、連邦教育省にとっても全国普及のために汎用性のある有効なモデル

が確立される必要がある。限られた時間内で、性急にモデルを構築するよりも、当初計画

で必要と考えられていた数カ月間程度のプロジェクト期間の延長を検討することが望まし

い。

（２）プロジェクト終了後

①　SMASEE 全国普及戦略

現在 SMASEE の他地域への展開が、エチオピア側のイニシアティブにより前倒しで実
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施されている。他方、前述のようにプロジェクト終了時に INSET システムモデルを構築

するべくプロジェクト活動が実施されている。したがってエチオピア側はプロジェクトが

構築する INSET システムのモデルを全国普及プロセスにどのように活用していくのかと

いう戦略をプロジェクト終了前にしっかりと策定し、プロジェクト終了後、同モデルを有

効かつ効率的に活用することが望ましい。

②　エチオピア側の理数科教育の優先性

現在も、そしてプロジェクト終了後もエチオピアにとって理数科教育は教育政策の重点

である。また、現在プロジェクトの中央研修指導員は、理数科局の正式な教科専門家とし

て、今後カリキュラム課・教員開発局・国立教育試験機構を横断して理数科教育推進のた

めに活動することが連邦教育省により正式に決定している。以上の理由から、エチオピア

側から日本側に対して理数科分野における支援継続の要請があった。継続的な理数科分野

での支援は、日本側により今後検討されることが望ましい。

６－２　教　訓

（１）持続性の考え方

本プロジェクトの持続性を考えるうえで、“対象県での SMASEE モデルをいかに他地域に

効果的に広げていけるか”という命題に対し、プロジェクト期間中にどれほど効果的な方向

性が示せるのかが鍵となる。それは、上位目標の「教員の授業実施能力向上」に対しどれほ

どの「SMASEE　INSET システムのモデルの確立」（プロジェクト目標）を示せるか、とい

うのと同義である。

今回中間レビュー調査団が参加した NSC において、州代表から「研修受講時には高い動

機づけが確認されるものの、それを維持するのは容易ではない」というコメントが聞かれ

た。それに対して担当副大臣は「最終裨益者である児童の学習到達度が向上することが最終

目標であるので、われわれはそこまでを視野に入れていかなければならない」と発言してい

た。

プロジェクトは、教室レベルでの授業実践向上に関する手立てをグッドプラクティスを拾

い上げながらモデルに取り入れ、教育省が独自に実施・計画している他地域展開の有効性に

対して影響を与えようと考えている。具体的には、フォローアップ調査の結果を中央研修・

INSET マネジメントワークショップにフィードバックしながらより確からしいモデルをどれ

ほどの精度でつくり上げることができるのかにかかっている、といっても過言ではない。

（２） 政策レベルの高いエチオピア側コミットメントと中央研修指導員（NTs）個人の勤務状況

とのギャップ

理数科教育強化を優先教育政策としてプロジェクト経験の他地域への展開をエチオピア国

のイニシアティブで実施している。一方、プロジェクトでは 8 名のフルタイムの NTs が任

命されているものの、日常的にプロジェクト事務所で勤務している者は限られているのが現

状である。副大臣は、教育省としてはフルタイムでの NTs の勤務の必要性に言及している

ものの、実際は副業等の個人的な理由により事務所で勤務していない状況が慣例化してい

る。（日本人専門家によると、この現象は NTs だけにとどまらず、他の省員にも当てはまる
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ことであり、彼らにとって副業をすることは“既得権”に近いものがあるとのこと。）仮に

この勤務状況がエチオピアの公務員の標準的なものであるとすると、今後彼らの勤務状況を

所与の事実としてとらえてプロジェクト活動を計画していくことが事実上の継続性を担保す

ることにつながる。

（３）副大臣に権限が集中している連邦教育省組織内での技術支援の長所・短所

連邦教育省の組織は、他国の教育省機構に比べると副大臣に権限が集中している印象を受

ける。例えば一般教育担当（就学前教育～ 12年生）副大臣が、カリキュラム課・教員開発局・

英語局・理数科局そして国立教育試験機構などほぼすべての一般教育課程行政を実施管理す

る立場にある。また、教科教育をつかさどる局を独立して置かない他国と違い、英語・理数

科局をいかにうまく活用しながらすべての局が協力して事業計画を立案実施できるかが肝要

ということである。よってエチオピアでは、各局長が集まって意思決定するのではなく、事

実上すべての権限を副大臣に集中させてすべての関連事業を計画・実施するという上意下達

の省構造が形づくられたと想像できる。逆に言えば、このような組織において、各局が自局

に関連する課題を分析して事業計画を企画立案する能力は求められておらず、副大臣からの

指示を忠実に実施する機関としての機能が求められるということである。

今後継続的な技術支援を実施していくうえで、意思決定プロセスは単純であるという利点

はあるものの、実務レベルで関係局をどのようにつないで効果的な活動を組織していくのか

に知恵を絞る必要があるだろう。連邦政府と州政府との関係にも注意を払う必要がある。エ

チオピアがもっている長所と短所を見極めながら、長所をできるだけ活用していくようなプ

ロジェクト運営が求められる。

（４）日本側からの技術支援に対する NTs の認識と日本側人材

調査プロセスにおいて、「日本側から学ばなくてもわれわれの能力は十分である」「日本

人の側もわれわれから学んでいることもあるのだから学び合いである。だから“NTs の能

力の向上を図るため”という言い方は理解できない」という発言が NTs の一部からあった。

エチオピア側 NTs は教育界のエリートである。本来ならば技術支援がやりにくい NTs であ

るはずであるが、現在まで日本人専門家は、このようなエリート意識の高い NTs に対して、

彼らの立ち位置を尊重しながら教科教育・指導法・研修運営管理などに関する実質的なキャ

パシティデベロップメント強化を実施し、成果を上げている。

これは日本人専門家が、長期間 NTs メンバーと仕事をすることによりエチオピア人に対

する適切な施術支援の手法を身に付け、長期的な地道な日々の積み重ねがあったからにほ

かならない。特に教育分野では、技術の裏にある教育理念を共有しなければ本当の意味で

の“生きた教育技術”とはならないという難しさがある。よってそれは、短期的な介入だけ

では難しいという一面ももっているということである。長期的・日常的なキャパシティデベ

ロップメントにより理念が共有されて初めて技術移転ができるということにほかならないの

である。

本プロジェクトは、指導科目を細分化した短期的日本人専門家の投入ではなく、継続的・

長期的な技術移転ができる優秀な専門家人材を確保できたことにより、エリート意識が高い

NTs に対しても、十分な技術協力の質を確保できている、という好事例であろう。このよう
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に種々の途上国側の C/P のものの考え方に対して適切な技術移転実施能力のある優秀な人材

を適切に確保するのは、さほど容易なことではない。特にこのような人材は JICA 自身の能

力強化という意味からも内部化して活用しながら、人材育成につなげていくようなシステム

ができれば、JICA 技術協力ノウハウの蓄積とより高い質が確保されると考えられる。また、

他国に比べてオーナーシップの強いエチオピアの人材に対し、現場だけでなく政策と結び付

けて援助効果の最大化をねらっていく場合、適切な人材を確保し配置していくことも重要で

ある。

（５）協力隊事業との連携によるシナジー効果

エチオピアの場合、プロジェクトとの連携を図りながら青年海外協力隊員（JOCV）が州

レベルの現場で活動している。理数科強化に対し州教育局でも強いオーナーシップをもって

いるため、JOCV の企画する研修等に州独自の予算が手当てされたり、プロジェクトの研修

参加者選考に対して適切な助言をしたり、NSC において JICA ボランティアの協力実践が紹

介されたりするなど、プロジェクト同様、ボランティア事業に対してもエチオピア側の評価

は高い。

エチオピアの事例は、技術協力プロジェクトと協力隊事業という互いのスキームのもつ特

性を十分生かしつつプラスの援助効果を出している。さらに、エチオピア側にも両事業が十

分認められているという観点から、アフリカ地域におけるスキーム連携のグッドプラクティ

スのひとつといえる。
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